
災害時における緊急物資輸送及び緊急物資拠点の運営等に関する協定書
　○○○市町村（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）は、災害時において救援・支援物資の避難所等への配送（以下「緊急輸送」という。）及び救援物資の受入れ、仕分、保管・管理及び出庫（以下「物資拠点の運営等」という。）の支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。
（目的）
第１条　この協定は、地震等による大規模な災害（以下「災害」という。）が発生し、又は発生する恐れがある場合において、甲が乙に対して行う緊急輸送及び物資拠点の運営等の支援の協力に関し、その手続き等について定め、災害応急対策及び災害復旧対策が円滑に実施されることを目的とする。
（協力の内容）
第２条　甲は、乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。
　　　　乙は、甲の要請に基づき可能な限り、通常業務より優先して対応するものとする。
　（１）甲が管理する防災用備蓄品の避難所への配送
　（２）甲が管理する支援物資拠点から避難所への配送
　（３）甲が管理する支援物資拠点の運営等
　（４）乙の管理する物資拠点における支援物資の一時保管
　（５）物資拠点運営のため物流専門家の派遣
　（６）前各号に掲げるもののほか、甲乙双方が本協定による支援協力として行うことを相当と認めたもの
（支援要請の手続き）
第３条　前条の規定による甲の要請（以下「要請」という。）は、必要事項を明示して、別紙１の文書をもって行うものとする。
　　ただし、緊急を要する場合、口頭又は電話をもって要請し、事後、速やかに文書を提出するものとする。
（連絡責任）
第４条　甲及び乙は支援活動に関する事項の伝達を円滑に行うため、連絡先、連絡責任者及び連絡担当者を定め、相互に報告するものとする。
　　また、その内容に変更が生じた場合、速やかに相手先に報告するものとする。
（費用負担）
第５条　第２条に規定する協力内容の実施に要した費用の負担については、甲及び乙が協議して決定するものとする。また、その代金は、災害発生による混乱が沈静化した後、速やかに相手先に支払うものとする。
（情報の交換）
第６条　甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じ、情報の交換を行うものとする。
（履行義務の免除）
第７条　乙が被災した場合は、甲及び乙は協議の上、被害の程度に応じ、履行義務の一部又は全部を免除することができるものとする。
（有効期間）
第８条　この協定は、協定締結から効力を有するものとし、甲及び乙が文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。
（協議）
第９条　この協定に疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、甲及び乙が協議のうえ、決定するものとする。
　この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名押印のうえ、各１通を保存する。
平成○○年○○月○○日
甲　○○県○○市（町・村）○丁目○○字○○番地
　　
○○市（町・村）長　　○　○　　○　○　　㊞　　　
乙　○○県○○市（町・村）○丁目○○字○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　　○　○　　○　○　　㊞
市町村と運送事業者の協定（案）
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